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要旨  
 2014 年のまち・ひと・しごと創生本部設置後、観光は地方創生の柱の一つと

して着目され、多様な地域産業を活かした観光による地域振興が目標として掲

げられることが一般的になった。また、観光庁は「地域固有の資源を顧客目線

で編集・販売等がなされ収益寄与するもの（観光庁 2020）」である「観光コン

テンツ」の造成を促す施策を推進してきた。特に 2021 年度に実施された「地

域の観光資源の磨き上げを通じた域内連携促進に向けた実証事業（以下、域内

連携促進事業）」は、全国的に地域産業と連携した観光コンテンツ造成に取り組

む状況を生んだ。こうした地域産業と観光の連携や関係については、これまで、

産業観光研究や観光まちづくり研究として分析されてきた。それらからは、日

本の産業観光の課題として、マーケティングの欠如や運営における関係者の役

割分担の不明確さが指摘され（那須野 2021)、また、実施に当たっての中間組

織の役割（十代田ら 2015）や各組織の連携プロセス（堀・佐藤 2019）に着目

した研究が多い。一方、国による地方創生や観光地域づくり法人（DMO）の目

標では地域資源を活かして「稼ぐ」ことが重視され、そのための人材の確保や

育成が掲げられているが、地域産業と観光の連携について、人材という個人の

有するスキルや果たせる役割に着目した研究はほとんど見られない。  

 そこで本研究では、上記の域内連携促進事業採択団体を調査対象とし、組織

間連携や仕組みという状況が作られる前の、事業チームを構成する個人が保有

するスキルや資源に着目しながら、事業チーム形成の特徴と、その事業やチー

ムの持続状況や要因を明らかにする。これにより人材面から、地域産業と連携

した観光コンテンツ造成を実現・継続させる要点や、この取り組みにより生ま

れる地域への影響を考察することを目的とする。具体的には、  (1)人材ごとに

求められた資源やスキルとその役割、(2)観光コンテンツ造成の為の事業チーム

の傾向、(3)実証事業後の事業チームの持続状況と要因、(4)観光コンテンツ造

成による地域に生まれた成果と今後の可能性、を明らかにする。  

 1 章には、研究の背景と目的、既往研究の整理と論文の構成、調査方法を記

した。  

 2 章では、域内連携促進事業の概要と傾向を把握するために 208 事例の概要

書と報告書から「課題・連携した人材・造成コンテンツ」の分析を行った。こ
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れにより、観光コンテンツの事業化を行うにあたっての課題と、それを乗り越

えるためにまちづくり分野では見られなかったメディア、コンサルタント人材

などとの連携が確認できた。  

 3 章では造成コンテンツに地域産業との連携が見られた 133 事例を対象とす

るアンケート設計を行った。設問項目は２章の分析軸と既報ナレッジ集や書籍・

論文の知見から設定し、「事業以前の課題や目標」「事業中の連携人材」「事業後

の連携体制と事業成果や今後の可能性」とした。  

 4 章では、チームを形成する人材に期待された資源やスキルと各事業チーム

の傾向を明らかにするためにアンケート分析を行った。連携の見られた人材を

行政や観光協会といった属性によって、15 に分類し、中心事業者が人材ごとに

求めた保有資源やスキルを整理した。その結果、信頼や地域との関わりの深さ

は公共公益人材だけでなく、宿泊・地域産業人材にも期待されていた。地域資

源の保有やそれを加工するといったプレイヤーとしての役割は宿泊・飲食・地

域産業人材に期待され、インフラに関しては交通業人材はもちろん、宿泊業人

材や工房などをもつ二次産業人材にも求められていた。ブランディングやマー

ケティング、情報発信スキルに関しては旅行業やコンサル、メディア人材に求

められていた。こうした多様な人材が連携し、観光コンテンツの造成に必要な

資源やスキルが相互補完されることがわかった。次に各事業チームの傾向を分

析するため、38 事例をチームを構成する人材の割合で次の３つに類型化した。

その内訳は、①公共公益人材先導型（18 事例）②観光産業人材協働型（11 事

例）③地域産業人材協働型（9 事例）である。この類型ごとの特徴をチームビ

ルディング論を参考に「事業全体の課題や目標」「観光コンテンツ造成における

課題」「中心事業者」「成果物」の観点で分析し、その傾向を把握した。  

 5 章では観光庁の 2021 年度事業終了後の観光コンテンツやチームの継続状

況とその要因について調べた。アンケートの回答から類型ごとに重要な資源や

スキルの特徴や持続状況を分析するとともに、その要因を明らかにするために

各類型から観光庁事業後の持続性が特に確認された事例を選定しヒアリング調

査を行った。その結果、①型は先進事例の視察や Web プラットフォームの設立

によりプレイヤーとなる地域産業従事者間の連携を維持し、事業自体も継続し

ていた。②型は事業チーム内でマーケティング講座を行うこと、新たな販路の
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開拓や DMO が自主財源を有していたことでビジネスとしての事業の継続可能

となっていた。③型は本業との両立が可能なコンテンツ形態をとることとネッ

トワークとしての情報発信により、地域産業事業者に負担の少ない事業継続が

可能となっていた。また３事例に共通して、観光コンテンツの造成を行うこと

で新たな販路・顧客の獲得ができたことや来訪者との交流を通し魅力の再発見

が起こったこと、事業チームが残ることによる地域の縦割り打破により、観光

以外の連携も生まれたことがわかった。これらの例を参考に、チームの特徴に

あった持続要因を推察しまとめた。  

 6 章では総括として本研究の結果をまとめたのち、その結果をもとに地域産

業と連携した観光事業を推進していく際の人材・スキルの結集・獲得戦略への

示唆と観光コンテンツ造成事業を通して地域に生まれると考えられる直接的成

果や波及的な可能性について考察した。  
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第１章  はじめに  
１−１  研究背景  

 2014 年の内閣によるまち・ひと・しごと創生本部設置後、地方創生の柱の一

つとして観光は着目され、国や基礎自治体で観光基本計画等が作られた。この

計画では、地域資源や一次産業から三次産業までの多様な地域産業を活かした

観 光 に よ る 地 域 振 興 が 目 標 と し て 掲 げ ら れ る こ と が 一 般 的 に な っ た 。 ま た 、

2020 年初頭からのコロナ禍を乗り越える新たな観光開発のため、観光庁は「地

域 固 有 の 資 源 を 顧 客 目 線 で 編 集 ・ 販 売 等 が な さ れ 収 益 寄 与 す る も の （ 観 光 庁

2020）」である「観光コンテンツ」の造成を促す施策を積極的に推進してきた。

特に 2021 年度に実施された「地域の観光資源の磨き上げを通じた域内連携促

進に向けた実証事業（以下、域内連携促進事業）」は、多様な地域産業との連携

を促すことを採択要件としたため、地域産業と連携した観光コンテンツ造成が

全国的に取り組まれる状況を生んだ。  

 

１−２  既往研究の整理  

 こ う し た 地 域 産 業 と 観 光 の 関 係 に つ い て は 、 産 業 観 光 や 観 光 ま ち づ く り分

野で研究が進められてきた。そこでは、中間組織の役割（十代田ら 2015）や各

組織の連携プロセス（堀・佐藤 2019）に着目したものが多く見られる。また、

地域産業を活かした観光においては、運営における関係者の役割分担が明確で

ないことが課題で、持続可能な運営の仕組みづくりの必要性が指摘されている

（那須野 2021)。一方、国による地方創生や観光地域づくり法人（DMO）の目

標では、地域資源を活かして「稼ぐ」ことが重視され、そのための専門人材の

確保・育成が掲げられているが、地域産業と観光の連携について、この人材と

いう個人の有するスキルや果たせる役割に着目した研究はまだほとんど見られ

ない。また、観光コンテンツという収益事業を興し、継続させていくためには、

組織間連携や仕組みという安定的な状況が作られる以前の、事業を担う個人の

スキルや個人の保有する資源へ着目する必要があると考える。  

 こうした中で、組織内の人的資源を結びつけ、組織力向上の有用な手段とし

て、経営学や組織関係学分野で取り組まれている「チームビルディング」手法

がある。チームビルディング自体は、民間企業・医療機関・教育機関・軍事組



 12 

織などにおいて用いられる組織力向上ための実践的手法である（萩原ら 2012）。

地域づくりを対象としたチームビルディングについて検討したものに関しては、

「地域協働の科学（佐藤ら 2005）」「まちづくり市民事業（佐藤 2011）」「まち

づくりプラットフォーム  ヒト・カネ・バショのデザイン（卯月ら 2022）」な

ど、論考としては、まちづくり分野の書籍や講座などで積み上がってきている

が、実証的研究としては非常に限られ、1，2 事例のケーススタディによるもの

しかない。地域外関係者などの人的資源に着目した森重（2020）も北海道釧路

市の事例のみを取り扱うように 1 事例のケーススタディにとどまっている。  

 

１−３  研究目的  

 そこで本研究では上記の「域内連携促進事業」の採択団体を調査対象とし、

チームを構成する個人が保有するスキルや資源に着目して、事業チームの形成

とその事業やチームの持続性を明らかにする。これにより、地域産業と連携し

た観光コンテンツ造成を実現・継続させる要点やこの取り組みが生む地域への

影響について考察することを目的とする。具体的には以下の４点を明らかにす

る。  

（１）人材ごとに求められた資源やスキルと役割  

（２）観光コンテンツ造成ための事業チームの傾向  

（３）実証事業後の事業チームの持続状況と要因  

（４）観光コンテンツ造成による地域に生まれた成果と今後の可能性  

 本研究は、人的資源に着目しながら地域のチームに焦点を当てて調査を行う

ことや、複数事例（38 事例）を俯瞰する点にて新規性がある。  

 

１−４  研究方法  

 ２章では、観光庁より情報提供を受けた『事業概要書』と『事業報告書』か

ら、採択事業のテキストデータを整理し、域内連携促進事業の全体傾向と特質

を明らかにする。次に、造成コンテンツの内容による採択事業を類型化し、本

研究の対象事例を抽出する。  

 ３章では地域産業との連携が見られた事業を対象に、既往研究を踏まえたア

ンケート調査設計を行う。  
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 ４章では、事業中において観光コンテンツ造成のためにどのような人材が集

まり、事業チームを形成したのかを明らかにするために、個人の持つ資源やス

キルに着目したアンケート分析を行う。  

 ５章では、事業後に目を向け観光コンテンツの造成の継続や事業チームの継

続があるのかをアンケート分析から明らかにしたのち、優良事例にヒアリング

を行うことで事業継続や事業チームの継続といった持続性の要因について明ら

かにする。  

 ６章では今までの議論の総括と地域産業と連携した観光コンテンツ造成を実

現・継続させる要点やこの取り組みが生む連携に関わる地域への影響について

考察を行った。  

 

 

図  1 本研究の流れ  

 

 

１−５  用語の定義  

本研究では以下のように用語の定義を行う。  

地域産業：農業や漁業、加工業などといった地域に根付く一次二次産業とする  

観光コンテンツ：地域固有の資源を顧客目線で編集・販売等がなされ収益寄与

するもの。ツアーやお土産など。  

チーム：共通の目的や目標を達成するために集まった複数人の集団  



 14 

持続性：事業そのものまた事業を担うチームが地域に残ることやその要因  

 

  



 
 
 
 
 
 
 

第２章 
域内連携促進事業の採択案件の 

概要・傾向把握と対象事例選定 
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第２章  域内連携促進事業の採択案件の概要・傾向把握と対象事例選
定  
 

２−１  はじめに  

 ２章では、調査対象とする域内連携促進事業に取り組む「課題」や「連携し

た事業者」「造成したコンテンツ」についての全体動向を把握することで、３章

のアンケート設計につながるデータを得ることと対象事例を選定することを目

的とする。  

 

２−２  調査方法  

 域内連携促進事業に第一次採択された事例のうち単一自治体で応募した 208

事例が共通して作成している『事業概要書』と『事業報告書』の分析を「課題」

「連携した事業者」「造成したコンテンツ」といった軸で行った。『事業概要書』

と『事業報告書』は観光庁より情報提供を受けた。  

 

２−３  域内連携促進事業の概要  

 域内連携促進事業とは、2021 年度新型コロナ感染症で失われた観光需要の回

復に向けて、地域に眠る地域資源の発掘と磨き上げを測るために、多様な地域

産 業 と の 連 携 を 促 す こ と を 採 択 要 件 と し た 事 業 で あ る （ 写 真 １ ）。 目 的 と し て

は、”多様な産業の関係者が連携し、地域に眠る観光資源を磨き上げる取組を支

援することで、観光需要の回復・地域経済の活性化に繋げること”、”運営事務

局（以下、事務局）を立ち上げ、公募・選定する事業者に対して、これまでに

行われてきたコンテンツの開発や磨き上げに関するナレッジの共有や、有識者・

専門家の派遣によるノウハウの提供、マーケティング活動を含めたビジネスモ

デルの設計支援を実施すること”が掲げられていた。  
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写真  1 域内連携促進事業の概要（出典：観光庁事業概要書）  

２−４  域内連携実証事業に採択された地域が抱える課題と連携した人材  

２−４−１  課題の抽出  

  事業報告書の項目の１つである現状分析と課題設定の部分（図２）の記述を

表１に従い課題を抽出した。  

図  2 事業報告書における課題分析のための抽出部分  
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２−４−２  課題の整理  

 『地域の自然体験型観光コンテンツ充実に向けたナレッジ集』（観光庁 2019）

や『With/after コロナ期における滞在コンテンツ造成のためのナレッジ集』（観

光庁 2020）を参考にしながら、観光コンテンツを造成する上での段階を整理し

た（図３）。そして、その段顔を軸としながら抽出した課題を「事業環境整備段

階（方針・連携体制・人材・ハード整備・受け入れ環境など）課題」「コンテン

ツ提供段階（商品造成・価格設定・流通・情報発信など）課題」の２種類に、

表  1 課題抽出基準と分析できた課題の一覧  
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それに当てはまらないより根本的、もしくは抽象的な課題を「根本課題」とし、

計３種類に課題を整理した（表 2）。  

 

図  3 観光コンテンツ造成の段階  

表  2 観光コンテンツ造成の段階ごとの課題の整理  
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２−４−３  連携した人材の整理  

 事業実施の際に提出が求められていた事業概要書（ポンチ絵）の項目の一つ

である実施体制（図４）から連携した組織や事業者の整理を行った（表３）。  

 

 その結果、「行政」「観光協会」「商工会」「DMO」「一般社団法人」などの公

共公益人材、「旅行業」「宿泊業」「交通業」「飲食業」などの観光産業人材、「一

次産業」「二次産業」などの地域産業人材、他にもコンサルタントやメディア、

アーティスト、金融、教育などの人材との連携が見られた。  

 

図  4 事業概要書における連携人材の整理のための分析部分  



 20 

 

２−４−４  小括  

 まちづくりの課題では、人材や合意形成などに留まることが多いが今回は観

光コンテンツの事業化を目指すにあたって出てきた事業整備段階（方針・連携

体制・人材・ハード整備・受け入れ環境など）課題とコンテンツ提供段階（商

品造成・価格設定・流通・情報発信など）を乗り越えるために、公共公益団体

だけでなく地域産業からアーティストやメディアなども含めた多様な人材との

連携が見られたと考えられる。  

表  3 整理の結果確認できた人材とその主な役割  
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２−５  造成した観光コンテンツ  

 事業報告書の項目の１つである「造成した観光コンテンツ」（図５）の記述を

表４に従い分類した。  

 結果として、農業と飲食業の連携や林業と加工業の連携といった複数産業連

携型は 71 件、キャンプやヨガといったアクティビティ体験型は 34 事例、農業・

漁業体験、加工業体験（オープンファクトリー）などの単一産業連携型は 32 事

例、産業連携型に宿泊までをプランに組み込む複数産業連携宿泊型は 28 件、

女子旅などの宿泊型は 6 件、ライトアップやプロジェクションマッピングなど

の夜間コンテンツは 3 件、既存の事業を拡大したものは 3 件、これらに当ては

まらない文化観光やガイド育成事業などのその他観光コンテンツは 31 件確認

できた。  

 

図  5 事業報告書における造成コンテンツ整理のための分析部分  
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表  4 分類した観光コンテンツの内容と事例数  

 

 本研究では、地域産業との連携をみるため造成した観光コンテンツにおいて、

地域案業との連携がみられた「単一産業連携型」「複数産業連携滞在型」「複数

産業連携滞在型」またその他にも含まれた地域産業従事者のガイド人材育成な

ども含めた 133 事例を対象事例とする。  

 

 
写真  2 複数産業連携型の例（林業×加工業）  

出典：https://morizukan.mystrikingly.com/ 
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写真  3 単一産業連携型の例（オープンファクトリー）出典：https://gemba-project.jp/ 

写真  4 複数産業連携宿泊型の例  出典：https://farm-to.com/about.html 
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第３章  人的資源に着目したアンケート設計  
 

３−１  初めに  

 ２章で調査した報告書での情報は事例ごとの差が大きいことから、造成コン

テンツに地域産業との連携が見られた 133 事例を対象にアンケート調査を行う。

本章ではそのためのアンケート設計を行うことを目的とする。アンケートは原

則、事業中心者に回答してもらう形をとる。  

 

３−２  事業以前の状況についての把握  

３−２−１  課題・目標の設定について  

 設問Ⅰでは、事業以前の課題・目標について把握する項目を設定した。  

 課題については、地域全般に当てはまる「地域の課題（表５）」、観光コンテ

ンツを作成するうえで方針・連携体制・人材・ハード整備・受け入れ環境など

に関わる「事業整備段階課題（表６）」、観光コンテンツを提供するうえでの商

品造成・価格設定・流通・情報発信などの「コンテンツ提供段階課題（表７）」

の大きく３つに分けた。  

 地域の課題については２章で行った課題の整理で出てきた課題に加え、観光

庁が令和４年に発行した「地域の観光資源の磨き上げを通じた域内連携促進に

向けた実証調査-業務実績報告書 -」を参照し、設問の設計を行った  

表  5 地域課題に関する設問  
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 事業整備段階課題とコンテンツ提供課題については２章で行った課題の整理

で出てきた課題に加え、国土交通省観光庁観光資源課が平成 31 年に発行した

「地域の自然体験型観光コンテンツ充実に向けたナレッジ集」を参照し、設問

の設計を行った。これに加え、事業中心者が域内連携促進事業を通して解決し

たかった課題と実現したかった目標は自由記述での回答を求めた。  

 

 

 

表  6 事業整備段階課題に関する設問  

表  7 コンテンツ提供段階に関する設問  
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表  8 連携する人材の選択回答項目  

３−２−２  事業以前のチームの存在について  

 今回形成されたチームが事業以前から存在したのか、存在していたとすれば

きっかけとなった事などがあったのかを記述にて把握する形式をとった。  

 図６に設問Ⅰのアンケート用紙の一部を示す。  

３−３  事業中の事業チームに集まった人材について  

 事業中にどのような事業者と連携したのかを把握する設問を設計した。項目

は「連携する事業者が所属する団体や組織」「連携組織の中で連携した事業者に

期待されたスキルや所有している資源」「連携した事業者と地域の関係性」「事

業以前から連携した事業者は関係があったのか」の４項目を設定した。  

 連携する人材が所属する団体や組織に関しては、２章の事業概要書（ポンチ

絵）の整理を参照しながら選択肢を作成した（表８）。  

図  6 設問Ⅰ  課題・目標に関するアンケート用紙  
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 連携組織の中で連携した人材に期待されたスキルや所有している資源に関し

ては、２章の事業概要書（ポンチ絵）の整理からみられた事業者ごとの役割や、

『体験交流型ツーリズムの手法-地域資源を活かす着地型観光- 大社充（2008）』

令和２年に観光庁が発行した『最先端観光コンテンツ最先端観光コンテンツイ

ンキュベーター事業ナレッジ集コンテンツ造成方法編～』を参照し、設問Ⅰの

課題に対応するように設計を行った（表９）。  

 

 連携した事業者と地域の関係性に関しては、「地域住民・地域関係者（昔住ん

でいた・出身地・働いている）・地域外部者」の３つ選択肢、事業以前から連携

した事業者は関係があったのかに関しては、「面識がない・仕事上の付き合いが

ある  ・地域での付き合いがある（自治体・協同組合など）・個人的な付き合い

がある（友人など）」の４つの選択肢を設定した。図７に設問Ⅱのアンケート用

紙を示す。  

表  9 連携した人材に期待した資源やスキル  
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図  7 設問Ⅱ  連携した人材に関するアンケート用紙  

 

３−４  事業後の成果・可能性・課題について  

 事業後に連携したチームは残っているのか、どのような成果や可能性・課題

を感じているのかを把握する設問を設計した。イベントレガシー研究や観光地

域づくりで指摘される期待される効果（地域の観光資源の磨き上げを通じた域

内連携促進に向けた実証調査 -業務実績報告書 -）をふまえ項目を設計した（表

10・11）。連携したチームが残っているのかに関しては、連携した事業者と事業

後の関係性を「事業に参加していない・事業に参加はしていないが、連絡を取

ることはある・サブメンバー（不定期、特定のイベントや時期に参加  ）・コア

メンバー（定期的に参加している  ）・リーダー的存在」の選択肢を設定した。  

 事業後の成果に関しては、観光コンテンツを事業化する際の事業環境整備（方

針・連携体制・人材・ハード整備・受け入れ環境など）段階やコンテンツ提供

（商品造成・価格設定・流通・情報発信など）段階課題を経て成果として生ま
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れるものと、イベントレガシー研究で整理されている項目からイベント等のコ

ンテンツを造成することでえられる直接的成果に関する項目の共通点を確認し

補強した。  

 事業後の可能性に関しては、観光コンテンツ実施事業者チームの認識として、

今後の地域への良い効果の可能性について 5 段階評定で把握した上で、特に効

果があったと指摘されるものについて、その具体内容と事業の取り組んだ中で

の要因（工夫点も含む）について自由記述にて回答を求めた。  

 事業後の課題に関しては、自由記述にてその回答を求めた。図８に設問Ⅲの

アンケート用紙の一部を示す。  

 

表  10 観光コンテンツを造成したことで生まれたと考えられる成果  

表  11 事業後における今後の地域の可能性  
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図  8 設問Ⅲ  事業後における成果と可能性に関するアンケート用紙  

  



 

 
 
 
 
 
 

第 4 章 
チームを構成する⼈材の資源・ 

スキルと事業チーム形成の傾向 
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第４章  チームを構成する人材の資源・スキルと事業チーム形成の傾
向  
 

４−１  初めに  

 本章では、事業全体を通してチームを構成する人材に期待された資源やスキ

ルと個別の事業チームの傾向をアンケート分析を通して明らかにすることを目

的とする。  

 アンケートの調査対象は事業報告書の造成した観光コンテンツから地域産業

との連携が見られた 133 事例を抽出した。それらの事業者をインターネットで

検索し、メールアドレスが分かる 63 件、また問い合わせフォームから 35 件、

計 98 件にエクセルによるアンケート調査を依頼した。返答のあった 41 件のう

ち、情報の欠如が見られた 3 件を除いた 38 件を分析した。（表 12）  

 アンケート回答者は事業の中心者とした。  

 

 

 

表  12 分析対象となる 38 事例の一覧  
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４−２  事業チームに集まった人材の整理と人材に求められた資源とスキル  

 チームを構成する個人に期待された資源やスキルを明らかにするために、ま

ずは 38 事例全体を通してどのような人材が集まったのかを整理したのち、各

人材に求められた資源やスキルを分析した。  

 

４−２−１  人材に求められた資源とスキルと各事例の整理  

 アンケートの設問Ⅱから事業全体を通してどのような人材が集まったのかを

以下の表 13 の通り 15 の人材に整理を行い、大きく公共公益人材・観光産業人

材・地域産業人材・その他人材に分類した。  

  

表  13 連携が見られた人材とその人数  
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 ４−２−２  人材ごとに求められた資源やスキル  

 またこれらの人材にはどのような資源やスキルが求められたのか全体の傾向

を把握するための分析を行った。分類した１５の人材ごとにアンケートの設問

Ⅱにて、期待した資源やスキルを集計し全体傾向を把握したのち（図９）、具体

的にチーム内でどのような役割であったのかを個表や事業報告書などと照らし

合わせ確認をした。  

 次ページの表 14 に結果を示す。全体で 50％以上期待されていたスキルや資

源は濃い色、30％以上期待されていたスキルや資源を薄い色、0％は灰色で人材

ごとに示した。  

  

 

 

図  9 人材ごとに求められた資源やスキルの分析方法  
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表  14 人材ごとに期待された資源やスキル  
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図  10 公共公益人材に求められている資源・スキルの例  

 ４−２−２−１  公共公益人材に求められた資源やスキル  

 この分析から、公共公益人材は共通して地域からの信頼を得ている人材とし

ての期待が大きいことが確認できた。また DMO や観光協会には観光に関する

知識やマーケットに関する知識、情報発信などコンテンツを提供していく・売

り出していく際に必要なスキルも期待されていた。ただ、地域資源をもつそれ

を楽しめる形で提供する能力といった、観光コンテンツを作成する際に実際に

動く事業者としての期待は薄いことが分かった。  

 個別事例を確認すると香川県高松市の事例では、地域からの信頼を得ている

行政と全体をマネジメントする観光協会、また実際に地域資源を楽しめる形で

提供することのできる農業・飲食事業者らとチームを形成し彼らをガイドとし

て育成しながら観光コンテンツの造成などを行っていることが確認できた。  
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図  11 観光産業人材に求められている資源・スキルの例  

４−２−２−２  観光産業人材に求められた資源やスキル  

 観光産業人材は、旅行会社を除き地域資源を持っていることやそれを楽しめ

る形で提供できるスキルに期待が高く、実際に観光コンテンツを作成する際に

実際に動く人材、また場や交通など観光コンテンツを実施する際に必要な資源

をもつなど観光コンテンツの実施の際のプレイヤーとしての役割が求められて

いることが分かった。特に宿泊業人材は地域との関連の深さ・活動の場を持っ

ていること・地域資源を楽しんで加工するスキルなど幅広い資源やスキルを期

待されていた。ただ、そうした観光コンテンツを提供する・売り出すといった

段階のスキルや資源への期待は薄く、その部分は旅行会社へ求められているこ

とも分かった。  

 個別事例を確認すると、福岡県八女市の事例では飲食業や小売業・農業人材

が持つ地域資源を活用し、旅行会社と組むことで新たなメニューの開発やオン

ラインツアーの実施が行われている事例が確認できた。  
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図  12 地域産業人材に求められている資源・スキルの例  

４−２−２−３  地域産業人材に求められた資源とスキル  

 地域産業人材は、地域産業との関わりが深いことはもちろん、地域資源を持

っていること・それを楽しめる形で提供するスキルに高い期待があった。また

二次産業人材に関しては工房などを持っていることもあり活動の場を持ってい

ることにも期待があった。一方で、観光コンテンツを提供する。売り出すとい

う段階の資源やスキルに関してはほとんど求められていないため、そうした資

源やスキルをもつ人材と連携する必要があるといえる。  

 個別事例を確認すると、滋賀県高島市では加工業者を中心に彼らの製造所な

どを使いながらワークショップや体験ツアーが行われており、企画や商品デザ

インができるコンサルタントや販路をもつ旅行業者と組むことで一つの観光コ

ンテンツとして成立させていた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４−２−２−３  その他の人材に求められて資源やスキル  

 その他の人材、主にコンサルタントやメディア人材は、観光コンテンツを提

供する・売り出すという段階での資源やスキルに関しては高い期待が見られた。

観光コンテンツを売り出していく・収益化していくという段階にはこうした人
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材が必要になってくるといえる。  

 他には、コンサルタント的な役割を大学に求める事例や地域と古くから強い

関係性を持つ神社との連携を行う事例、事業化・収益化を目指すにあたり金融

機関人材と連携する事例、地元の若者への地域教育も目標とし地元の高校生と

連携し商品開発を行う事例などが見られた。  

 

４−２−２−４  小括  

 実際にこうした多様な人材が連携することで事業チームにはどのような資源

やスキルが集まったのかを分析した。表 15 に書かれた数字はその資源やスキ

ルを持つ人が何人いるのかを示している。  

 多様な人材が連携することで、観光コンテンツ造成に必要な資源やスキルが

相互補完されたことが分かった。  
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４−３  各事業チームの傾向とその特徴  

 事業チームの傾向を明らかにするために、まず 38 事例を事業チームの人材

の割合によって類型化を行い、類型ごとに特徴があるのかを分析した。分析は

チームに必要な要素である(1) ヒューマン：目標達成に必要なスキルを持った

人材が揃っていること  (2) べクトル：目的や方針を共有し、皆が同じ方向を向

いていること  (3) プロセス：物事の進め方や役割が明確に決まっていること

（株式会社ピープルフォーカス・コンサルティング  ハイパフォーマンス・チー

表  15 各事業チームに集結したと考えられる資源とスキル  
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ム研究会 ,2008）を参考に、「事業チームの人材」「中心事業者」「掲げた課題や

目標」「成果物」の４つの観点で行った。  

 

４−３−１  各事例の整理と類型化  

 各事例にはどのような人材が集まったのかを分析した。38 事例を分析すると、

１つの事業チームの構成員数は最小人数 2 人、最大人数 12 人であり平均する

と１チーム 6.8 人であった。また新規連携事例は 24 事例、域内連携事業以前か

ら事業チームが存在していた事例は 14 事例であった。  

 個別事例ごとの人材の割合を図 13 に示す。この結果から公共公益人材の割

合が最も多い事業チームを①公共公益人材先導型（18 事例）、観光産業人材が

最も多い事業チームを②観光産業人材協働型（11 事例）、地域産業人材が最も

多い事業チームを③地域産業人材協働型（９事例）とし、３つの類型化を行っ

た。  
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４−３−２  事業チームにおける課題と目標の整理  

４−３−２−１  事業全体を通した課題と目標  

 次にこうした人材はどういった課題解決や目標のもと集まったのかを分析し

た。設問Ⅰの域内連携促進事業を通して解決したかった課題と実現したかった

目標の記述回答を以下の表 16 に従って、「まちづくり」「観光産業」「地域産業」

の要素が含まれているか否か分析を行った。その結果を表 17 に示した。今回

は観光コンテンツの造成を目指した事業であるため課題・目標ともに観光産業

要素は高い割合で含まれていた。目標は公共公益人材先導型は観光要素ととも

図  13 事例ごとの人材の割合とそれに基づく類型化  
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にまちづくり要素も高い割合を示しており、地域産業人材協働型でも観光要素

とともに地域産業要素も高い割合を示していた。結果として事業チームの目標

と関連のある人材が集まっている傾向が見えた。  

 

  

表  16 課題と目標記述に見られた各要素の判断基準  

表  17 事例ごとの掲げた課題と目標に含まれる要素  
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４−３ー２−２  観光コンテンツの造成における課題  

 前節では、記述にて解答された全体的な大きな課題や目標を分析したが、こ

こでは選択式で解答された観光コンテンツの造成における課題に関して分析を

行う。事例ごとにどの部分で課題を感じていたのかを示すとともに事例ごとに

割合を示した。（表 18）  

 事業整備段階における課題についてまず分析する。公共公益人材先導型は 18

事例中半数の９事例が「地域産業の後継者不足」を感じており、６事例以上の

事例が「地域資源を持つ人材と連携できていないこと」「観光事業者の不足」「ガ

イド人材の不足」「リーダー人材の不足」といった観光コンテンツを実際に担う

事業を担う人材の不足への課題と「インバウンド対応の不足」を課題として感

じていた。観光産業人材協働型は 11 事例のうち５事例が「インバウンド対応

の不足」、４事例が「地域資源を持つ人材と連携できていないこと」「リーダー

人材の不足」の課題を感じていた。地域産業人材共同型は、９事例のうち５事

例が「ガイド人材の不足」を挙げており、４事例が「地域産業の後継者不足」、

３事例が「観光事業者の不足」「交通設備の不足」「宿泊施設の不足」といった

人材に加え設備に関する不足にも課題を感じている事例が複数あった。  

 コンテンツ提供段階における課題については、公共公益人材先導型は 18 事

例中１０事例が「ブランディンができていないこと」、６事例は「マーケティン

グ意識の不足」を課題として感じていた。観光産業人材協働型は、９事例中６

事例が「マーケティング意識の不足」を、５事例が「ブランディングができて

いないこと」を課題としてあげていた。地域産業人材協働型は９事例中４事例

が「価格設定が分からないこと」「マーケティング意識の不足」を、３事例が「ブ

ランディンができていないこと」「情報発信ができていないこと」「販路がない

こと」を課題としてあげていた。  

 公共公益人材先導型はプレイヤーとなる人材の不足を感じている事例が多く、

観光産業人材協働型は観光業を本業としている人材が多いため、マーケティン

グの不足といったより経営に向けた課題を感じている事例が複数見られた。地

域産業人材協働型に関しては、人材やマーケティングに加え、観光を本業にし

ている人材が少ないためそもそもの設備や販路といった部分に課題を感じてい
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る事例が見られた。  

 

４−３−３  事業チームにおける中心事業者の整理  

 次に事業チームの中心事業者はどの人材であるのかを表 19 に◯で表した。  

 その結果、各類型に関わらず公共公益人材が事業の中心者であることが多く、

特に観光協会がその役割を担っていたことが分かった。類型ごとに違いが見ら

れなかったのは、今回の事業は地方公共団体もしくはそれに準ずる組織との連

携が応募要件にあったためだと考えられる。  

  

 

 

表  18 類型ごとの観光コンテンツの造成における課題  
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４−３−４  事業チームによって生み出された成果物の整理  

 次にこうして形成された事業チームによってどのような観光コンテンツが造

成されたのかを表 20 に整理した。ツアーはお金を払って消費者が体験できる

ものと定義し、農業体験など単一の地域産業と連携したもの（単一産業ツアー）、

収穫から加工までといった複数産業（複数産業ツアー）と連携したもの、また

それとは別にワーケーションなど地域に滞在することを目的とするツアー（関

連なしツアー）であるかを分類した。イベントはお金を払わずに不特定多数の

表  19 事例ごとの中心事業者一覧  
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表  20  事例ごとの造成した観光コンテンツの一覧  

参加者が参加できるものと定義し、マルシェのように地域産業と連携したもの

（産業関連イベント）街歩きのように地域産業と連携していないものは関連な

しイベントとした。商品開発は地域資源を活かしたお土産の造成やメニュー開

発などを含むものとした。  

 今回は既に地域産業と関連した観光コンテンツを造成している事例を抽出し

ているため類型ごとに違いは見られなかった。全体を通して一つの観光コンテ

ンツのみを作成していたのは 14 事例であり、半数以上の事例は複数の観光コ

ンテンツの造成を行なっていた。  
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４−４  小括  
 本章ではまず事業全体を通して、どういった人材が集まったのかを１５の人

材に分類し、観光コンテンツ造成のために必要な資源やスキルはどの人材に求

められていたのかを明らかにした。地域からの信頼がある、地域・地域産業と

の関わりが深いといった地域からの信頼を得ることを期待されていたのは、公

共公益人材が高い割合を示していたが、宿泊業・地域産業人材にもそうした役

割が期待されていた。また、地域資源をもつ・加工するといった観光コンテン

ツ造成の際のプレイヤーとしての役割は飲食業・地域産業人材に求められてい

た。観光コンテンツを行う際の交通や活動の場といったインフラ整備の役割は

交通事業者はもちろん、宿泊業や工房などをもつ二次産業人材にもそうした役

割が期待されていた。コンテンツの企画や商品デザインなどのデザイン人材と

しての役割は、旅行会社やコンサルタント人材、メディア人材に期待がされて

いた。販路を持っていることやマーケティングの知識などマーケティング人材

としての役割は、旅行会社やコンサルタントに期待されていた。情報発信人材

としての役割は、メディアやコンサルタント観光協会人材への期待が見られた。

多様な人材が連携し、事業チームに信頼人材、プレイヤー人材、インフラ人材、

デザイン人材、マーケティング人材、情報発信人材などが連携したことで観光

コンテンツの造成が実現されたといえる。  

 次に各事業チームを分析するため、事業チームを構成している人材の割合ご

とに３８事例を①公共公益人材先導型（18 事例）②観光産業人材協働型（11 事

例）、③地域産業人材協働型（９事例）の３つの類型化をおこない、類型ごとに

特徴があるのかを「事業全体を通した課題や目標」「観光コンテンツ造成におけ

る課題」「中心事業者」「成果物」の観点で分析した。  

 掲げた課題は域内連携促進事業が観光を軸とした事業という前提もありどの

類型も観光産業に関する記述が多くを占めており違いは見られなかったが、目

標に関しては類型ごとに違いがみられた。また、観光コンテンツ造成における

課題に関しては①型はプレイヤーとなる人材の不足を感じている事例が多く、

②型は観光業を本業としている人材が多いため、マーケティングの不足といっ

たより経営に向けた課題を感じている事例が複数見られた。③型に関しては、

人材やマーケティングに加え、観光を本業にしている人材が少ないためそもそ
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もの設備や販路といった部分に課題を感じている事例が見られた。  

 「中心事業者」「成果物」に関しては、事業の前提や今回の対象事例の抽出の

方法などもあり類型ごとの特徴はみられなかった。  
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第５章  事業チームや観光コンテンツの継続状況と地域への影響 
 

５−１  はじめに  

 地域産業が連携して観光コンテンツを造成することは、多くの地域で挑戦的

な取り組みである。従って、参画した主体にとって今後も活かしていける成果

を上げているのかは検証されていない。そこで、本章では１年間の観光庁の採

択事業が終了した後（以下事業後）に目を向け、アンケート結果から、造成し

た観光コンテンツそのものと、事業チームが残っているのかの 2 点からその継

続性、持続性を分析する。またアンケート結果から事業そのものの継続や事業

チームに資源やスキルが残ることが確認できた事例の中心事業者にヒアリング

をし、その要因を明らかにする。さらに、これら地域産業が連携して観光コン

テンツの造成を行うことによる直接的成果の継続性・持続性だけでなく、事業

実施によって地域で生まれた波及的な可能性について考察する。  

 

５−２  事業後における事業チームの継続状況  

 事業チームの継続状況を把握するために、人材が残っているのか、また資源

やスキルは残っているのかを分析した。 

 アンケート項目の設問Ⅱ–⑥の回答項目から、事業後の組織の関わり方とし

て「リーダー的存在」「コアメンバー」の選択をとっている人材は事業後もチー

ムに残っている人材と考え分析を行った。 

 

５−２−１  事業後における人材の変化  

 事業後において、どの人材が残ったのかを分析し図 15 に示した。事業後に

おける事業チームの平均人数は 3.5 人と事業中の平均人数 6.8 人と比べると半

数以上はチームに残っていた。 

 人材ごとに事業後にもチームに残っているかを表 21 に示した。公共公益人

材と一次産業・コンサルタント・メディア人材は半数以上が残り、それ以外の

人材は半数以下に減っていた。また地域住民が 55％、地域関係者が 48.5％、外

部人材は 41.7％の人材が事業後もチームに残っており、地域との関係性が強い

とチームに残りやすい傾向もみえた（表 22）。  
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 また、人数が全く変わらない事例は 5 事例あった。その全てが新規連携では

ない、つまり域内連携促進事業以前から連携がある事例であり、既にチーム形

成が確立していた事例だと考えられる。（表 23）  

 

 

図  14 事業中における事例ごとの人材の割合  

表  21 人材ごとの事業後のチームとの関わり方と所属率 

表  22 地域との関係ごとの事業後のチームの関わり方と所属率 
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表  23 新規連携と既存連携における事業後の人員変化 

 
 

 

 

 

 

 

  

図  15 事業後における事例ごとの人材の割合  
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図  16 事業後における事業ごとの資源やスキルの残り方の状況 

５−２−２  事業後における事業チームに残った資源・スキルの変化  

 次に事業後において、事業チームに資源やスキルはどのように残ったのかを

分析した。 

 事業後も残っている資源やスキルは黄色で示し、数字はその資源やスキルを

持つ人材が何人残っているかを示している。灰色は事業後失われた資源やスキ

ル、赤色は事業後その資源やスキルをもつ人材は失われたがシステムなどが残

っていることがアンケートの設問Ⅲや記述から読み取れたものを示している

（図 16）。 
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５−２−３  小括  

 事業チームに残る人材の人数としては、半数近くに減っている事例がほとん

どであったが、資源やスキルは失った人材が持っていた資源やスキルを持つ人

材が他にもおりチームとしては残る場合、また販路や HP などのシステムとし

て資源やスキルが残る事例もみられた。 

 

５−３  事業後における地域に生まれた成果・可能性・課題  

 事業後における観光コンテンツそのものの継続や事業チームの継続、観光コ

ンテンツを造成する上で生まれた成果や地域の今後の可能性、課題を明らかに

する。  

５−３−１  事業後における地域に生まれた成果  

 アンケート項目Ⅲの分析を行った。まず、域内連携実証事業で目指した観光

コンテンツを事業化することで生まれた直接的な成果である１０項目について

分析を行った。この設問の選択肢は【１：十分達成できた 2：やや達成できた  

3：どちらともいえない 4：あまり達成できなかった  5：ほとんど達成できな

かった 6：そもそも目標としていない】の６段階である。  

 結果を表 23 に示す。全体を通して、「連携チームとして全体方針の作成や合

意ができたか」は平均がどの類型でも２を下回っており、高い達成度であった。

一方、「事業活動において必要な交通インフラは確保できたか」についてはそも

そも目標としていない事例も多く最も低い達成度となった。観光コンテンツと

いった事業そのものが残っていることやそれを担う人材の獲得や事業者の形成

に加え、事業活動において活用できる場の確保など販路の確保やアンケートの

仕組みなど観光コンテンツを造成する段階において獲得できたと考えられる成

果が見られた。  

 また、新規連携とそうでない事例を比べたところ、全体として新規連携の方

が成果に対する評価が高い傾向が見えた。特に『必要な人材や能力が連携チー

ムとして獲得できたか』では新規連携事例では高い評価となっていた。（表 25）  

 また、選択肢以外にも地域で生まれた成果を記述にて回答を求めたところ 17

事例で回答があり、連携の強化・運営体制の構築・観光コンテンツの他地域へ

の展開・地域の魅力の再発見・情報発信スキルの向上などの成果が見られた。  
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表  24 各類型における事業後に地域に生まれた成果   
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表  25 新規連携と既存連携における事業後に地域に生まれた成果  

 
 

 

５−３−２  事業後における地域に生まれた可能性  

 次に、域内連携実証事業に取り組んだ結果、今後に活かせそう、繋がってい

きそうな副次的成果、波及効果をどの程度感じているかの 12 項目について分

析を行った。この設問の選択肢は【1：とても感じている 2：感じている 3：ど

ちらともいえない 4：ほとんど感じていない 5：全く感じていない】の５段階で

ある。結果を表 24 に示す。全体を通して高い可能性を感じているものが多く、

どの類型においても最も高い可能性だったのは「地域産業との連携による観光

的付加価値の創出の可能性」だった。  
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表  26 各類型における事業後に地域に生まれた可能性  

 また、新規連携とそうでない事例を比べたところ、全体として新規連携の方

が可能性に対する評価が高い傾向が見えた。（表 27）  

 それ以外にも感じた可能性については記述にて 15 事例の回答があり、新た

な顧客の獲得・新商品の販売・インターナルブランディングの可能性・マーケ

ティングスキルの向上・海外への販路開拓・観光以外のまちづくり活動のきっ

かけなどが挙げられていた。  
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表  27 新規連携と既存連携における事業後に地域に生まれた可能性  

 
 

５−３ー３  事業後における地域の課題  

 事業後の課題については、記述にて回答を求め 25 事例から回答があった。

事業の継続に関する記述（事業者育成の必要性・自走化に向けた課題など）は

10 事例と最も多く、他には交通とコロナ対応に関するものは各３事例、情報発

信に関しては２事例、他には地域独自の課題やコンテンツに関するものが見ら

れた。  

 

５−４  持続的な事業体制と人材の資源・スキルの関連  

 持続性の観点から事業成果の中でも特に「事業を担う事業者の形成」「造成し

た観光コンテンツの内容は継続できる形となったか」の２項目において高い評

価をしていた事例を持続性あり、低い評価であった事例を持続性なしとし、こ

の分類によって事業チームに残る資源やスキルに傾向があるのかを分析した。  

 半数以上の事例で資源・スキルがある場合は「残っている」とし、１：持続
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図  17 持続性に関わる資源・スキルの分類方法  

性ありなしともに残った資源・スキル、２：持続性ありでは残り、なしでは残

らなかった資源・スキル、３：持続性ありでは残らず、なしでは残った資源・

スキル、４：持続性ありなしともに残らなかった資源・スキルの４つに分け表

25 に示した。  
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表  28 持続性に関わる資源やスキルの分析結果  

 
 

 「２：持続性ありでは残り、持続性なしでは残らなかった資源やスキル」が

持続性のため重要であるとし、分析を行った。「２：持続性ありでは残り、持続

性なしでは残らなかった資源やスキル」は類型ごとの違いが見られた。公共公

益人材先導型は、「戦略立案ができる能力」「地域資源を消費者が楽しめる形で

提供できる能力」「効果的な情報発信能力」であり、観光産業人材協働型は、「地

域資源となる有形・無形資産を所有していること」「戦略立案ができる能力」「コ

ンテンンツ企画能力」「商品のデザイン能力」「マーケットについての知識」、地

域産業人材協働型は「マネジメント能力」「効果的な情報発信能力」が需要であ

るとわかった。特に太字で示した資源・スキルはその類型でしか見られなかっ

た資源やスキルである。  

 公共公益人材先導型は地域からの信頼や全体統括を行うメンバーが多いため、

実際に事業者として事業を回すために必要な資源やスキルを担う人材が残って

いると持続性に対する評価が高かった。観光産業人材協働型は観光を本業にす

るメンバーが多いため、よりビジネスに関わる資源やスキルがチーム内に残る

と持続性に対する評価が高かった。地域産業人材協働型は観光を本業としない

メンバーが多いため事業全体をマネジメントする、情報発信などを行う人材や

システムが残っていると持続性に対する評価が高かった。  
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５−５  持続的な事業体制とその要因  

 前節ではアンケートから類型ごとに重要な資源スキルや特徴が明らかになっ

たが、そうした人材を持つ人材がなぜ残ったのか、もしくはそうした資源やス

キルをシステムなどで残す工夫があったのかといった要因まではわからなかっ

た。また、成果や可能性に関しても観光コンテンツ造成のどういった特性が要

因となっているのかまではわからなかった。そこで本節では類型ごとに、新規

連携の事例であり、事業そのものの継続や事業チームに資源やスキルが残るこ

とが確認できた事例にヒアリングをし、持続的な事業体制とその要因を明らか

にすることを目的とする。  

 ヒアリング対象は公共公益人材主導型は石川県小松市、観光産業人材協働型

は福島県福島市、地域産業人材協働型は埼玉県ときがわ町とした。  

 

 
５−５−１  石川県小松市の事例  

 公共公益人材主導型は、地域からの信頼や全体統括を行うメンバーが多いた

め、実際に事業者として事業を回すために必要な資源やスキルを担う人材が求

められている。そこで、そうした地域事業者の中でも主に製造業と連携しオー

プンファクトリーなどの観光コンテンツ造成と地域産業従事者同士のプラット

フォーム作りを行い事業体制の維持を図っている石川県小松市の事例を取り上

げる。  

 ヒアリング対象者は石川県小松市の事例「地域産業の可視化「オープンファ

クトリー」化に向けた共通プラットフォーム構築と地域観光 DX 化⽀援事業」

の中心事業者である日本観光振興協会職員である M 氏に zoom によるヒアリン

表  29 ヒアリング調査の概要  
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グを行った。  

 

５ー５ー１−１  事業以前の状況  

 石川県小松市の地域資源は、「⽯の⽂化」「北前船」「歌舞伎⽂化」などがあり、

⽇本の産業、⽂化を象徴する地域固有の資源である。今なお九⾕焼、絹織物等

の伝統⼯芸からコマツをはじめとする⽇本を代表するものづくりの集積地とし

て持続、発展している。M 氏は４年ほど前から小松市にコンサルタントとして

関わっており日本遺産ストーリーの策定なども行った。このコンサルタント料

は小松市が財源として確保し、長期の関係性が今も続いている。  

 事業に応募したきっかけは、北陸新幹線の開業や加賀立国 1200 年という大

きな節目に向けて観光に力を入れていたことや日本遺産ストーリーを活用した

いという思いがあり、本事業への応募に至った。  

 

５ー５ー１−２  事業の概要と事業中の工夫  

 造成した観光コンテンツは、地元の九谷焼などの伝統産業から織物業などの

製造業を中心とした事業者から農業・酒造などとも連携しながらオープンファ

クトリーを行った。  

 事業の始めは３事業者ほどしか興味を示さず、まずは連携できる事業者を見

つけるところから始まった。そのために、行政職員とともに綿密なヒアリング

を行ったことや鯖江や燕三条などの先進地の視察見学に行くことで、徐々にそ

の輪が広がっていった。特に視察見学では、工場の横にギャリリーがあり高級

品として製造品が置かれているなどビジネスとして成り立っている状況が見え

たことで、各事業者の目の色が変わったと感じていた。  

 事業中においては、地域産業と連携するために主に２つの工夫を行った。    

 １点目は、普段観光に目を向けていない地域産業従事者に意識を持ってもら

うために、事業者ごとのストーリーを作成した点である。元からある日本遺産

ストーリーを基軸に各事業者のどの部分が地域ストーリーと結びつくのかを整

理し、案内のパネルなども作成した。こうすることで、地域事業者自身がガイ

ドとなり、ストーリーが語れるような工夫をしていた。  

 ２点目は、本業に影響がでない参加の仕方やシステム作りを行った点である。
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写真  5 石川県小松市の事例紹介パンフレット（左）ホームページ（右）  

予約や支払い・キャンセル支払いなどを行う Web プラットフォーム「GEMBA」

を作成することで、観光コンテンツの予約といった煩雑な処理に手を煩わせず

に事業者が参加できるようにしていた。また、当日のキャンセルといったトラ

ブルがおこらないように決済などの処理も Web 上で行えるようにしていた。  

 こうしたソフトとハード両面の支援を行うことで、普段観光とは関わらない

地域産業従事者でも参加ができる体制を整えていた。こうしたデザインは地元

のデザイン会社などと協力して行うなど地域内での人材確保に努めていた。  

 また価格設定においては、普段はものづくりの川中にいる事業者が多く観光

コンテンツとしての値段設定がわかっていないため、コンサルタントや旅行会

社が中心となりビジネスとして続けていける価格設定を行っていた。  
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表  30  事業チームで集まった人材と期待された資源スキル（石川県小松市）  

 
５ー５ー１−３  事業後の状況と地域の変化  

 事業後においても、こうした Web プラットフォームなどは残り現在も観光

コンテンツの実施が行われている。また、地域産業従事者が観光コンテンツの

造成の際のストーリー（加賀のお殿様が全国から職人を呼び、そこから城下町

文化も発達していき、その文化が現在の自分の産業とも結びついているなど）

観光客に自分の事業を紹介する、といった段階を経ることでシビックプライド

が醸成されているという変化も起きていると語っていた。  



 64 

 また、川中の事業者が観光客という新たな BtoC の販路を獲得したことや、

地域の縦社会に横のつながりが生まれたことで新たな商品開発などの動きも地

域で見られている。  

 そして、観光だけでなく地元の高校生の授業の一部となっていたり、職人募

集が始まるなど観光に止まらない動きもできていた。  

 こうした施策は、行政職員が地元の事業者に地道な呼びかけを行い、ヒアリ

ングなどを通して全体のデザインができるコンサルタントや旅行会社がフレー

ムを作り、それを地元のデザイン会社が形にすることで実現されていた。  

 

 

図  18 事業中と事業後における事業全体像（石川県小松市）  

 

５−５−２  福島県福島市の事例  

 観光産業人材協働型は、観光を本業にするメンバーが多いため、よりビジネ

スに関わる資源やスキルがチーム内に残ることが求められている。そこで本事

業を通してマーケティングスキルを DMO 職員が身につけたとの記載があり、

DMO が中心となりながら地域の飲食点や宿泊業者、農業従事者と連携し、現

在も事業体制が続いている福島県福島市の事例を取り上げる。  

 ヒアリング対象者は、福島県福島市の事例「〜ふくしま Peach Tourism〜The 

World Peach Festival Fukushima 2022（仮称）開催のための、有望コンテンツ
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の掘起し・磨き上げ・顧客体験実証等を通じた準備事業」の中心事業者である

一般社団法人  福島市観光コンベンション協会（DMO）職員である O 氏と K 氏

に zoom によるヒアリングを行った。  

 

５ー５ー２−１  事業以前の状況  

 福島市は官公庁の街であり、観光というよりは地元の方々が働く街であった

ため、観光よりもビジネスの方多い場所だった。日曜日お休みのお店が多いな

どそこまで観光に向いてなかった。ただ朝ドラの影響やオリンピックの開催な

ども見据えて観光に力を入れていきたいという思いや、地元の桃などの特産品

に対する風評被害を払拭することなどを狙い、域内連携促進事業への応募がさ

れた。  

 

５ー５ー２−２  事業の概要と事業中の工夫  

 DMO が中心となり、地域の飲食業や宿泊業、農業と連携しながら桃をテー

マにした商品開発やツアーなどの観光コンテンツの造成を行なっていた。  

 データの分析だったりマーケティングができる人材がいないことを課題と感

じ、事業中に観光コンテンツの造成のみならず、外部のコンサルタントと連携

しながら今後も地域の観光を引っ張っていく存在である DMO 職員に対し、マ

ーケティングスキルの勉強会を行った。発案は大学教授も務めた DMO の局長

であり、そこでペルソナの設定などを行いターゲットが明確になったことで各

地域の事業者ともコンセプトやビジョンをうまく共有できた。  

 また桃の産地ではあるが、飲食店や宿泊施設が自身のビジネス忙しかったり

すると買いに行く時間がなく、果樹園は人手不足で収穫で手いっぱいなので、

作ったものを自身で販売しに行くことがなかなか難しい状況があったため配送

網を整備し新たな流通ルートを構築することで、桃のメニュー開発などにつな

げた。またふるさと納税の業務委託を行なっていることで、DMO が自主財源

を創出しており、初年度の業績や行政・補助事業に左右されることなく事業を

継続できる、業績が悪くても、適正価格で委託や材料費補助等の支援ができ内

外部のメンバーと信頼関係を構築しやすい、内外部の関係者に手弁当などの負

担を強いることなく、ビジネスとして成立するまで継続できている。  
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写真  6 福島県福島市の事業ホームページ（左） マーケティング講座の様子（右） 
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表  31  事業チームで集まった人材と期待された資源スキル（福島県福島市）  

 
５ー５ー２−３  事業後の状況と地域の変化  

 事業後も配送などが残っていることで、桃で行なっていた観光コンテンツを

りんごなど別の農作物でも初めている。こうした観光コンテンツの造成を行い、

実際に観光客が来た姿を見て、地域では当たり前の桃も観光コンテンツになる

んだという地域の魅力の見直しにつながった。また、収穫体験も観光客にとっ

ては魅力でありそうした農業体験をしたいという声もあったので、未拠点居住

のような形でボランティア的に参加してもらうなど、観光を入口に関係人口、
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地域のファンを増やす取り組みを行いたいといった声も出ている。  

 今後の課題は地域産業の I T 化である。  

 こうした施策は地域と元からつながりの深い DMO 職員が中心となり、各地

域事業者の課題を洗い出したこと、大学教授も務めていた DMO 局長の人的ネ

ットワークや知見を活かしながら、地域に不足していたマーケティングスキル

を持つコンサルタントらと連携したことで行われていた。  

 

 
図  19 事業中と事業後における事業全体像（福島県福島市）  

  

５−５−３  埼玉県ときがわ町の事例  

 地域産業人材協働型は、観光を本業としないメンバーが多いため事業全体を

マネジメントする、情報発信などを行う人材がいることが求められている。そ

こで地域産業従事者が本業との両立が可能な形で観光コンテンツ事業が継続し

ており、域内連携促進事業を通して作られた地域産業従事者のネットワークを

駆使して、情報発信を行なっている埼玉県ときがわ町の事例を取り上げる。  

 ヒアリング対象者は埼玉県ときがわ町の事例の中心事業者である木の家だい

すきの会の S 氏に zooｍによるヒアリングを行った。  

 

５ー５ー２−１  事業以前の状況  

 ときがわ町は林業が地域産業の中心となっている町であり、林業に関連した

職人が多くいる地域で、近年は移住に関心がある人も多い。そうした移住に関

しての相談の仕組みを作りたい、そのための関係人口を増やしたいと思ってい
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たところがスタートだった。関係人口は幅広いテーマなので、さまざまな分野

の人とゆるく繋がっていた。  

 そうしたファンづくりを考えていた時に域内連携促進事業の存在を知り、地

域産業との連携という部分が自分の考えとフィットしたため応募した。  

 

５ー５ー２−２  事業の概要と事業中の工夫  

 関係人口の時は幅広いテーマだったが、観光コンテンツの造成という具体的

なものを作る上でよりテーマやストーリーを明確にするためにものづくりの川

上から川下までに焦点を当てた。また観光庁の事業モデルはビジネスベースだ

が、観光を本業にしない地域産業従事者からすると本来やっていることとかけ

離れてしまう。そこで事業継続ができる形に組み立てられるよう、和紙職人の

ところではその製造体験を、林業従事者はその伐採体験といった本業の延長で

可能な観光コンテンツを造成した。ただこれだけでは連携した意味がないので、

森図鑑という各事業者が協力して行う観光コンテンツを造成したことと、とき

がわネットワークの HP を作成し、共通のプラットフォームでの情報発信を行

った。  

 

 

 
写真  7 埼玉県ときがわ町の観光コンテンツの森図鑑のホームページ  
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表  32 事業チームで集まった人材と期待された資源スキル（埼玉県ときがわ町） 

 

 

５ー５ー２−３  事業後の状況と地域の変化  

 事業後も森図鑑などのイベントや HP などが残っており、そうした共通のコ

ンテンツが残っていることで、事業チームも残っている。森図鑑のガイドをし

た人たちは、山なんて当たり前のものだと思っていたけど外の人から聞くとそ

うじゃないといった、ときがわの魅力の再発見にも繋がっている。残っていな

い観光コンテンツもあるけど、補助金は色々なことを試していけることがいい。

その中で良いものが残っていけばいい。  

 またチームが残ることで、新たな名産品づくりの動きも生まれている。また、

チームに残っている人はときがわの町のために何かしたい、一人ではできない

けどネットワークを活かして何かしたいといったビジネス目的以外のモチベー

ションを持っている人が多い。他にもこのときがわネットワークの繋がりから

木材の付加価値を高めていけるような活動など、新たな動きも生まれている。  
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 こうした施策は、もとより地域とのつながりのある NPO や行政職員が関係

人口や観光、ものづくりといったテーマに興味がある人に声をかけ、そうした

地域のチームに加え外部の視点からデザインを行える人材やアドバイスを行う

大学などが連携したことで行われていた。  

 

 

図  20 事業中と事業後における事業全体像（埼玉県ときがわ町）  

 

 

５−５−４  ヒアリング調査小括  

 事例ごとに状況の違いは見られたが、事業体制の持続に向けた工夫や地域に

生まれた成果や今後の可能性に関してはいくつか共通事項が見られた。  

 ヒアリングの３事例に共通して、事業前のターゲットの設定・ストーリーの

明確化（地域の資源をストーリーとする、テーマを作る、地域ストーリーと事

業者の事業を結び付けるなど）・成功事例の共有などゴールや目標をチームで

共有することと地域産業の本業との両立が可能な参加の仕方の工夫が重要であ

ることがわかった。また観光コンテンツの造成を行ったことで、新たな販路・

顧客の獲得ができたことや来訪者との交流を通し魅力の再発見が起こったこと、

事業チームが残り地域の縦割りを打破したことで、新たな動きも生まれつつあ

ることも共通していた（表 30）。  
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図  21 各事例の事業体制  

 

 

 

５−６  小括  

 事業後の事業チームの変化としては、人員としては半数近くにまで減少して

おり、資源やスキルはいなくなった人材が持っていた資源やスキルをもつ人材

表  33 ヒアリング調査を通して確認できた共通事項  
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がチームに残る、システムとしてチームに残る、また資源やスキルを引き継い

だ人材がチームに残るなど人材が減少したとしても、資源やスキルはチーム内

に残る事例も見られた。  

 そうした資源やスキルの残り方と事業後の持続性について関連があるか分析

した。持続性に関して高い評価を行っていた事例は、公共公益人材先導型は地

域からの信頼や全体統括を行うメンバーが多いため実際にプレイヤー人材とし

て事業を回すために必要な資源やスキルを持つ人材が残っている事例、観光産

業人材協働型は観光を本業にするメンバーが多いためよりビジネスに関わる資

源やスキルがチーム内に残る事例、地域産業人材協働型は観光を本業としない

メンバーが多いため事業全体をマネジメントする、情報発信などの資源やスキ

ルが残っている事例であった。  

 そうした各類型の特徴を踏まえ、アンケート結果から事業そのものの継続や

事業チームに資源やスキルが残ることが確認できた事例を類型ごとに抽出し、

その要因を明らかにするためにヒアリングを行った。  

 その結果、公共公益人材先導型の優良事例である石川県小松市の事例は、実

際に事業者として事業担う地域産業従事者との連携を強固にするためにワーク

ショップや各地域への視察などを積極的に行っていた。観光産業人材協働型の

優良事例である福島県福島市の事例は、マーケティングスキルを取り込むため

に、本事業を利用して観光コンテンツの造成のみならず地域の人材に対してマ

ーケティング講座を行う工夫や中心事業者である DMO が独自に自主財源を保

有していることでビジネスとしての事業の継続可能となっていた。地域産業人

材協働型の優良事例である埼玉県ときがわ町の事例は本業との両立が可能なコ

ンテンツ形態をとることとネットワークとしての情報発信により、地域産業事

業者に負担の少ない事業継続が可能となっていた。  

 またヒアリングの３事例に共通して、事業前のターゲットの設定・ストーリ

ーの明確化（地域の資源をストーリーとする、テーマを作る、地域ストーリー

と事業者の事業を結び付けるなど）・成功事例の共有などゴールや全体像、目標

をチームで共有することと地域産業の本業との両立が可能な参加の仕方の工夫

が重要であることがわかった。  

 そして観光コンテンツの造成を行ったことで、新たな販路・顧客の獲得がで
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きたことや来訪者との交流を通し魅力の再発見が起こったこと、事業チームが

残り地域の縦割りを打破したことで、新たな可能性も生まれつつあった。  

  



 
 
 
 
 
 
 
 

第６章 
まとめ 
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第６章  まとめ  
 

６−１  本研究のまとめ  

 本研究の総括として、第１章から第５章までをまとめる。  

 １章では、研究背景、既往研究の整理、研究目的、研究手法、用語の定義を

記した。  

 ２章では、域内連携促進事業採択事業の概要と傾向を把握することを目的と

し、域内連携促進事業に採択された 208 事例の概要書と報告書を「課題・連携

した人材・造成コンテンツ」の観点で分析した。結果、観光コンテンツを事業

化していく上での課題や、それを乗り越えるためにまちづくり分野では見られ

なかったメディア、コンサルタント人材などとの連携が確認できた。また、造

成コンテンツをその形態によって８つに分類を行った。 

 ３章では、造成コンテンツに地域産業との連携が見られた 133 事例を対象と

する、事業チームの形成に関する人材や事業後の地域の変化に関する調査のた

めのアンケート設計を行った。設問項目は２章の分析軸と既報ナレッジ集や書

籍・論文の知見からを設定した。具体的な項目は、事業以前の課題や目標、事

業中の連携人材、事業後の連携体制と事業成果や今後の可能性とした。  

 ４章では、チームを形成する人材に期待された資源やスキルと各事業チーム

の傾向を明らかにするためにアンケート分析を行った。その結果、信頼や地域

との関わりの深さは公共公益人材だけでなく、宿泊・地域産業人材にも期待さ

れていた。地域資源の保有やそれを加工するといったプレイヤーとしての役割

は宿泊・飲食・地域産業人材に期待され、インフラに関しては交通業人材はも

ちろん、宿泊業人材や工房などをもつ二次産業人材にも求められていた。ブラ

ンディングやマーケティング、情報発信スキルに関しては旅行業やコンサル、

メディア人材に求められていた。こうした多様な人材が連携し、観光コンテン

ツ造成のために必要な資源やスキルが相互補完されていたことがわかった。  

 次に各事業チームの傾向を分析するため、３８事例をチームを構成する人材

の割合で、①公共公益人材先導型（18 事例）②観光産業人材協働型（11 事例）、

③地域産業人材協働型（９事例）の３つに類型化した。チームビルディング論

を参考に「事業全体の課題や目標」「観光コンテンツ造成における課題」「中心
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事業者」「成果物」の観点で分析し、その傾向を把握した。目標に関しては類型

ごとに違いがみられ、目標と深く関連した人材がチームに集まっていた。また、

観光コンテンツ造成における課題に関しては①型はプレイヤー人材の不足を感

じている事例が多く、②型は観光業を本業としている人材が多いため、マーケ

ティングの不足といったより経営に向けた課題を感じている事例が複数見られ

た。③型に関しては、人材やマーケティングに加え、観光を本業にしている人

材が少ないため、そもそもの設備や販路といった部分に課題を感じている事例

が見られた。事業全体の課題・中心事業者・成果物に関しては、事業の前提や

今回の対象事例の抽出の方法などもあり類型ごとの特徴はみられなかった。  

 5 章では観光庁の 2021 年度事業終了後の観光コンテンツやチームの継続状

況とその要因について調べた。アンケートの回答から類型ごとに重要な資源や

スキルの特徴や持続状況を分析したところ、持続性に関して高い評価を行って

いた事例は、①型は地域からの信頼や全体統括を行うメンバーが多いため実際

にプレイヤー人材として事業を回すために必要な資源やスキルを持つ人材が残

っている事例、②型は観光を本業にするメンバーが多いためよりビジネスに関

わる資源やスキルがチーム内に残る事例、③型は観光を本業としないメンバー

が多いため事業全体をマネジメントする、情報発信などの資源やスキルが残っ

ている事例であった。そうした各類型の特徴を踏まえ、アンケート結果から事

業そのものの継続や事業チームに資源やスキルが残ることが確認できた事例を

類型ごとに抽出し、その要因を明らかにするためにヒアリングを行った。  

 その結果、①型の優良事例である石川県小松市の事例は、実際に事業者とし

て事業担う地域産業従事者との連携を強固にするためにワークショップや各地

域への視察などを積極的に行っていた。②型の優良事例である福島県福島市の

事例は、マーケティングスキルを取り込むために、本事業を利用して観光コン

テンツの造成のみならず地域の人材に対してマーケティング講座を行う工夫や

中心事業者である DMO が独自に自主財源を保有していることでビジネスとし

ての事業の継続可能となっていた。③型の優良事例である埼玉県ときがわ町の

事例は本業との両立が可能なコンテンツ形態をとることとネットワークとして

の情報発信により、地域産業事業者に負担の少ない事業継続が可能となってい

た。  
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 またヒアリングの３事例に共通して、事業前のターゲットの設定・テーマの

明確化・成功事例の共有などゴールや目標をチームで共有することと地域産業

の本業との両立が可能な参加の仕方の工夫が重要であることがわかった。  

 そして観光コンテンツの造成を行ったことで、新たな販路・顧客の獲得がで

きたことや来訪者との交流を通し魅力の再発見が起こったこと、事業チームが

残り地域の縦割りを打破したことで、新たな動きも生まれつつあることも共通

し確認できた。  

 結論として地域産業と連携した観光コンテンツ造成を実現させるには、地域

産業事業者は地域資源や加工する能力、また観光コンテンツを提供する場を持

つという資源を持っているため、それ以外の資源やスキルを補完できる人材、

具体的には全体のデザインやブランディングができる人材、価格設定スキルや

販路を持つ人材、情報発信ができる人材もしくはシステムの導入などが求めら

れる。  

 またこうした動きを継続していくためには、地域産業の本業との両立が可能

な参加形態やビジョンの共有が重要となってくる。予約や情報発信などの手続

きを Web プラットフォームが担うことで、本業への影響を最小限にする事例

や全体マネジメントができる DMO などと連携する事例、そもそもの観光コン

テンツを本業の延長でも行えるような工夫を行う事例などが見られた。また、

先進事例の視察を事業チームで行うことやペルソナ設定などで事業の方向性を

統一する、またストーリーを設定する（地域の資源をストーリーとする、ガイ

ドのように語れるものにする、テーマを作る、地域ストーリーと事業者の事業

を結び付けるなど）ことで事業のイメージを共有することや成功イメージが共

有できたことで事業チームが現在も残っている傾向が見られた。  

 
図  22 地域産業と連携した観光コンテンツ造成を実現・継続させる要点  
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６−２  考察  

 

６−２−１地域産業と連携した観光事業における事業チーム形成へ

の示唆  

 地域産業と連携した観光事業を推進しようとしても、また観光地域づくりを

推進するための観光庁等が発行しているような DMC、DMO に求められる人材

といった指南書にあるような人材を集めようとしても、多くの地域において今

回のような助成事業がないと、確保することは難しい。しかし本研究からは、

地域にあるどのような組織、業界の人材がどのようなことができるのか、また、

一度外部人材として受け入れることによってどのようなスキルを地域内の人材

が獲得する可能性が高いのかを把握することができる。  

 信頼も知識もスキルも持つカリスマ的な人材がいなくとも、行政や宿泊業・

地域産業などの地域に根付く人材や、観光コンテンツの元となる資源をもつ地

域産業や飲食業人材、マーケティングなどに精通する旅行会社やコンサル業界

などの人材と事業チームを形成し、各人材がもつ資源やスキルを相互補完する

ことで地域産業と連携した観光事業を推進していくことが可能となる。また地

域産業人材のように副業的な参加の仕方や、コンサル業人材のように外部人材

は事業発足時は必要であるが、徐々に彼らが持つ資源やスキルがシステムとし

て残る、もしくは地域の他の人材に移行するなど、人材ごとに連携の仕方も変

えていくことでより継続的な事業チームが作れると考える。  

 地域産業を活かした観光地域づくりの推進にむけて、地域の実情に合わせて、

地域内のどのような人材を結集し、どのようなスキルを外部人材に一時的に頼

りながら、関係人口と言われるような継続的な関係を築いたり、スキルのみを

獲得するのかといった「人材・スキルの結集・獲得戦略」を立てるのに資する

結果が得られたと考える。  

 

６−２−２観光コンテンツ造成事業を通して地域に生まれると考え

られる直接的成果や波及的な可能性  

・観光コンテンツ造成におけるストーリーの重要性  
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観光コンテンツを造成する際には、具体的なコンテンツを作成するにあたって

ストーリーを設定する（地域の資源をストーリーとする、ガイドのように話せ

る形にする、テーマを作る、地域ストーリーと事業者の事業を結び付けるなど）

事例が見られた。このストーリーによって、コンテンツのイメージが事業者に

共有されることに加え、自分の事業（本業）と観光コンテンツ事業との関係や、

地域中での本業の位置や結びつきを再認識することや、その結果としてそれを

ガイドとして語れるようになっている。これらは、本業へのモチベーション向

上や、地域住民が地域の良さを再認識するなどの波及的な可能性がある。  

 

・観光コンテンツ事業化するという出口の重要性  

観光コンテンツの事業化、つまり消費者が物的商品や体験サービスとして購入

できる状態にするために重要な作業としては「価格を設定すること」と「販路

を開拓すること」が求められる。価格を設定することは観光コンテンツを今後

ビジネスとして利益を産む形で継続するのか、利益はうまなくともプロモーシ

ョンなど他のメリットがあるため赤字にならなければよいという考え方など、

今後の継続の形を決める重要な段階となる。  

 また、観光者という一般消費者への販路が開拓されることで BtoB から BtoC

への射程もいれた業務の形や、新たな商品の造成などの動きも生まれていた。  

 

・観光コンテンツ造成による連携事業チーム形成の派生的意義  

 域内連携促進事業を通して、地域に事業チームができ、そしてまだチームと

して残っている事例は多く見られた。観光は、地域産業の事業者にとっては、

新たに設備導入など大きな投資をしなくても、ガイダンスやストーリーにより

自分たちの持つ資源を生かした価値の示し方がつくれればコンテンツ造成を行

うことができる。地域産業を活かした観光に関わるストーリーという考え方は、

その産業の一次資源の育成、採集から加工、販売、これに関わる官民の異なる

事業者主体同士を連携させやすい、きっかけとなりやすい取り組みであると考

えられる。また、こうした連携チームが地域に生まれることで、観光以外にも

教育や移住、新たな地域産業の活性化の動きが生まれるなど、地域の動きのき

っかけとなる可能性があるといえる。  
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図  23 事業チームへの示唆と観光コンテンツ造成における重要な要素  

 

 

６−３  今後の研究課題と展望  

 本研究では、複数事例を俯瞰するために各事業の中心事業者のみに調査を行

った。今後は実際に参加している他の事業者への調査も行うことで詳細なチー

ム状況の把握ができ、地域産業と連携した観光事業を推進していく際の人材・

スキルの結集・獲得戦略へのより深い知見が得られると考える。  
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